
労働環境の改善，募集方法の改善その他の雇用管理の改善及び森
林施業の機械化その他の事業の合理化を一体的に図るために必要
な措置についての計画の認定要領

第１ 趣旨

林業の担い手となる林業労働力を円滑に確保するためには，その受入
れ主体となる事業主の雇用管理の改善及び事業の合理化を一体的に図る
必要がある。
このため，知事は林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法

律第 45 号）（以下「法」という。）に基づき，事業主が策定した，労働
環境の改善，募集方法の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機
械化その他の事業の合理化を一体的に図るために必要な措置（以下「改
善措置」という。）についての計画（以下「改善計画」という。）につ
いて，これを審査し認定することにより，「認定事業主」として位置付
け，これに対し重点的な支援措置を講ずるものとする。

第２ 定義

この要領でいう「林業事業主」とは，法第２条第２項各号，法施行令
（平成８年政令第 153 号）第１条及び法の運用について（８林野組第 121
号，職発第 370 号林野庁長官・労働省職業安定局長通達）第１の２項に
規定される者であつて，１年以上継続して林業労働者を雇用している者
とする。

第３ 改善計画の策定と申請

１ 単独で又は他の事業主若しくは林業労働力確保支援センター（以下「支
援センター」という。）と共同して改善計画の認定を受けようとする林
業事業主（以下「申請者」という。）は，知事が策定し公表した「鹿児
島県林業労働力の確保の促進に関する基本計画」（以下「基本計画」と
いう。）の趣旨に基づき５年間の改善計画を策定するものとする。

２ 改善計画には次の事項を記載するものとする。
（１）改善措置の目標
（２）改善措置の内容
（３）改善措置の実施時期
（４）改善措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法
（５）支援センターが，法第１３条第１項の規定による林業労働者の募

集に従事しようとする場合にあつては，当該募集に係る労働条件そ
の他の募集の内容

３ 単独で認定を受けようとする申請者は，認定申請書（様式１号）に改
善計画（様式２号）及び所要の添付資料を添えて，知事に申請するもの
とする。

４ 共同して改善計画の認定を受けようとする申請者は，共同計画認定申
請書（様式３号）に共同計画書（様式４号），改善計画（様式２号）及
び所要の添付資料を添えて，知事に申請するものとする。

５ 前３，４項の申請書類は，それぞれ３部作成（所要の添付資料で他の
機関から発行されるものについては，うち２部は写しで可）し，事業主
の事務所を管轄する地域振興局長，地域振興局支所長及び支庁長（以下



「地域振興局長等」という。）へ提出し，地域振興局長等は，様式５号
により申請書類２部を添付して知事へ進達するものとする。

６ 前項の地域振興局長等への提出期限日は次のとおりとする。
ただし，期限日が土曜日，日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第 178 号）に規定する休日に当たる場合は，直後の日とする。
第１回 ５月１０日
第２回 ８月１０日
第３回１１月１０日
第４回 ２月１０日

第４ 改善計画の認定

１ 知事は第３により申請があった場合において，その改善計画が次に記
載する認定基準の全てを満たすものと認められるときは，各申請期限日
の翌月の末日までに認定するものとする。
ただし，認定申請時から過去１年間の期間において，重大な法令違反

及び悪質な不法行為，その他公益に反する事実等が確認された場合はこ
の限りではない。

（１）計画の終期において，通年的に年間 180 日以上雇用する林業労働
者（以下「通年雇用者」という。）を５名以上有し，賄える事業量
が計画されていること。

（２）改善措置の目標が現状より向上するものであること。
（３）改善計画が申請者の経営能力，資金計画等を総合的にみて実現性

が高いこと。
（４）改善計画の内容が雇用管理の改善及び事業の合理化の中からそれ

ぞれ１つ以上の改善措置について取り組まれていること。なお，募
集・採用の改善については，他の雇用管理の改善と併せて取り組ま
れていること。

（５）改善措置の内容が労働基準法その他の労働基準関係法令に適合す
ること。

（６）基本計画に照らして適切であること。なお，この場合の要件は別
に定める。

（７）第３の２の（５）が適切であり，林業労働者の利益に反しないも
のであること。

（８）雇用管理者が選任されていること及び林業労働者を雇い入れたと
きは，当該林業労働者に対して，雇用に関する文書の交付をするこ
ととしていること。

２ 知事は，改善計画を認定したときは，改善計画認定通知書（様式第６
号）により申請者（以下「認定事業主」という。）にその旨を通知する
とともに，九州森林管理局長，地域振興局長等，（財）鹿児島県林業担
い手育成基金理事長（以下「基金理事長」という。），支援センター所
長及び流域森林・林業活性化センター会長（以下「流域活性化センター
会長」という。）等に対し様式第７号により通知する。なお，支援セン
ター所長へは認定した改善計画を１部添付する。

第５ 改善計画の変更

１ 認定事業主は次に掲げる変更をしようとするときは，改善計画を変更



し，知事の認定を受けなければならない。
（１）改善措置の目標を変更する場合又は改善措置の目標における事業

量，雇用量及び労働生産性の各年次の目標値を３割を超えて減じる
場合

（２）改善措置の項目を追加又は廃止する場合
（３）共同改善計画に参加する事業主の数が増加又は減少する場合
（４）改善措置の実施時期を遅らせる場合

２ 改善計画の変更は，第３の１から５までの規定を準用する。この場合，
「申請者」を「認定事業主」へ，「認定申請書（様式１号）」及び「共
同計画認定書（様式３号）を「改善計画変更認定申請書（様式８号）へ，
「様式５号」を「様式９号」へ読み替える。

３ 認定事業主は，前１項の各号に掲げる変更以外の変更をしようとする
ときは，改善計画変更届出書（様式 10 号）により知事に届け出なけれ
ばならない。

４ 前３項の書類は，３部作成し，認定事業主の事務所を管轄する地域振
興局長等へ提出し，地域振興局長等は，様式第 11 号により書類２部を
添付して知事へ進達するものとする。

第６ 改善計画の変更の認定

１ 知事は第５の１及び２により申請があった場合において，その改善計
画が，第４の１の各号に掲げる全てを満たすものと認められるときは，
速やかに認定するものとする。

２ 知事は，改善計画の変更を認定したときは，改善計画変更認定通知書
（様式 12 号）により認定事業主にその旨を通知するとともに，必要に
応じ，九州森林管理局長，地域振興局長等，基金理事長，支援センター
所長及び流域活性化センター会長等に対し様式第 13 号により通知する。
なお，支援センター所長へは認定した改善計画を１部添付する。

３ 知事は，第５の３及び４の改善計画変更届出書を受理したときは，様
式 14 号により認定事業主に通知するとともに，地域振興局長等に様式
第 15 号により通知する。

第７ 改善措置実施状況等報告

１ 認定事業主は，毎事業年度終了後３月を超えない日までに改善措置実
施状況報告（様式 16 号）により，実施状況を支援センター所長へ報告
するものとする。

２ 認定事業主は，改善計画の実施期間が終了したときは，遅滞なく，改
善措置実施結果報告（様式 17 号）により，改善措置の実施結果を支援
センター所長へ報告するものとする。

３ 支援センター所長は，前１項及び前２項の報告を取りまとめて知事に
報告するものとする。

４ 支援センター所長は，改善計画の実施に遅滞があると認められるとき
には，地域振興局長等と協力し，認定事業主に対し，円滑な実施が行わ
れるよう指導するほか，必要に応じ，改善計画の変更を指導するものと
する。

第８ 改善計画の認定の取消し



１ 知事は，次に掲げる事項に該当する場合は，認定を取り消すことがで
きる。
ただし，天災等不可抗力によるものであつて，やむを得ないと知事が

認めたときは，この限りではない。
（１）改善措置の目標における事業量，雇用量及び労働生産性の計画期

間の目標年次（５年次）の目標値に対して，実績が７割に達しない
場合

（２）第４の１の各号の認定基準を満たさなくなったと認められる場合
（３）改善措置を実施する見込みがなくなったと認められる場合
（４）法令違反及び不法行為，その他公益に反する事実等が確認された

場合
２ 知事は，認定を取り消す場合は，改善計画認定取消通知書（様式 18
号）により，認定事業主に対して通知するとともに，九州森林管理局長，
地域振興局長等，基金理事長，支援センター所長及び流域活性化センタ
ー会長等に対し様式第 19 号により通知する。

第９ 認定事業主に対する支援措置

１ 支援センターは認定事業主に対して，改善計画が円滑に実施されるよ
う高性能林業機械のレンタル，林業労働者の委託募集，技能者養成研修，
雇用管理者への研修，林業情報の提供・相談・その他の援助，経営診断，
雇用改善指導等を行うことができる。

２ 基金理事長は認定事業主に対して，改善計画が円滑に実施されるよう
各種助成を行うことができる。

付 則
１ この要領は，平成９年２月１８日から施行する。
２ 第５の規定については，平成８年度に限り平成９年３月１０日とする。

付 則
１ この要領は，平成 19 年 10 月１日より施行する。
２ 改正後の改善計画の認定要領の規定は平成 19 年 10 月１日以後に認定さ
れる改善計画について適用し，同日前に認定された改善計画については，
なお従前の例によるものとする。ただし，第５から第７及び第９並びに各
様式については平成 19 年 10 月１日以後適用を受けるものとする。

３ 所在地が離島の場合は，改正後の改善計画の認定要領の規定は平成 22
年１月１日以後に認定される改善計画について適用し，同日前に認定され
た改善計画については，なお従前の例によるものとする。ただし，第５か
ら第７及び第９並びに各様式については平成 19 年 10 月１日以後適用を受
けるものとする。

４ 前２項及び３項のただし書きにおいて，第６の１の第４の１の各号の認
定基準は，従前の例によるものとする。

付 則
この要領は，平成２３年８月３日から施行する。
この要領は，平成２８年４月１日から施行する。
この要領は，平成３０年４月１日から施行する。


